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　はじめに

Ⅰ　70年代末と80年代――制度の成立とその仕組み

Ⅱ　90年代の制度変化――中国政府の密輸対策と外資

企業のロビー活動の間の相互作用による変革

《要　約》

中国における過去30年間の著しい国際貿易の発展には，加工貿易による貢献が大きい。ところが，

これまでの既存研究においては加工貿易の歴史的変遷に関する研究がほとんど行われてこなかった。

本稿では，現地でのヒアリング調査と文献収集，とくに加工貿易が発足してから30年間の政令を詳細

に検討することによって，1979年から2008年までの加工貿易の制度変革とその背景を解明する。

1970年代末から1990年代にかけて，加工貿易において，制度変化を促すもっとも重要な要因といえ

ば，中国政府に大きな経済的損失をもたらした密輸問題であっただろう。試行錯誤的でありながら，

1980年代には，登録手帳による保税品の管理制度と保証金制度が導入され，1990年代には，銀行保証

金台帳制度，密輸阻止の警察組織，密輸罪および加工貿易密輸罪の厳罰化，加工貿易に関する商品と

企業の分類管理等の措置が実施された。一方，外資企業は中国政府に対して，ロビー活動を行い，規

制緩和を積極的に求めた。1980～90年代にわたって，中国政府は，加工貿易がつくりだした外貨や雇

用等の経済利益に対する需要が高く，外資企業のロビー活動にほとんど友好的に反応した。その結果，

1990年代の終わりには，密輸行為が抑えられながら，外資企業の優遇条件が維持されるという両主体

にとって望ましい加工貿易制度が形成された。つまり，1990年代までには，加工貿易制度の変革は，

中国政府の密輸規制策と外資企業のロビー活動により構築されたのであった。

ところが，2000年以降，加工貿易制度の変革は，中国政府の一方的な意図により構築されたといえ

るだろう。2000年以降，中国経済が力強く成長すると同時に，外貨準備高も急増した。中国政府は貿

易黒字を解消するため，加工貿易自体に対する抑制政策を実施した。そこで，中国政府は，増値税輸

出還付という輸出企業に対する優遇を削減するだけでなく，労働集約型の加工貿易企業に対して，厳

しい規制策を与えた。規制政策に対して，台湾，日本，香港の外資企業が積極的にロビー活動を行っ

たが，中国政府からは1990年代のような友好的な対応を得られなかった。よって，労働集約型の企業

の多数が倒産・撤退し，中国の国際貿易における加工貿易の割合が減少する結果となった。

	

Ⅲ　2000年以降の制度変化――中国政府の一方的な意

図による変革

Ⅳ　結論

中国委託加工貿易の制度変革（1979〜2008）
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は じ め に

委託加工貿易（注１）は，中国の急速な経済成長

に大いに貢献してきた。このような見解は，中

国経済の標準的な教科書に掲載されるほど，広

く認められている（注２）。中国政府は1970年代末

に，改革開放政策に転換したと同時に，委託加

工貿易を奨励してきた。一方，製品の海外輸出

を目的にした香港，台湾および日本を中心とす

る東アジア地域の外資系企業は委託加工貿易制

度を利用し，中国の華南地域と華東地域を中心

に進出した。その結果，1980年代以後，中国の

国際貿易に占める委託加工貿易の割合は徐々に

上昇し，1990年代以後約４～５割を占めるよう

になった［張曙宵 2003；井上 2007］。とくに，

中国の輸出に対する委託加工貿易の比率は，

1995年以後常に５割を超えている。委託加工貿

易は，中国の農村余剰労働力の吸収と貿易黒字

の維持に重要な役割を担ってきた［黒田 2001；

関 2002；大橋 2003；Lemoine and Ünal-Kesenci 

2004］。だが，委託加工貿易の発展はスムーズ

な過程ではなかった。中国政府は1970年代末に

委託加工を認可した後，1980，90年代には，委

託加工貿易を通じて多発した密輸への対応を迫

られ，委託加工に関する法律の修正に追われた。

また，2000年以降，中国政府は貿易黒字急増の

ために，輸出額の5割を占める委託加工貿易を

制限し，その規模を縮小させた。このような委

託加工貿易の発展・変革について，われわれは

どのように理解すればよいのだろうか。

これまで加工貿易全般に関する研究は，開発

経済学的視点に基づいて，途上国の輸出振興の

次善の策（second best policy）と評価される輸出

加工区（Export Processing Zone）に集中してきた。

輸出加工区の前提となる考え方は，発展途上国

が国内産業を育成するために，しばしば関税障

壁等の輸入制限措置を行う，というものであっ

た。ところが，これらの貿易障壁の設定は，途

上国の現地輸出産業を不利な立場に陥らせる可

能性が高い。なぜなら地場の輸出企業が輸入中

間財を使用する場合，高関税が付加されるため

である。これまで，輸入制限がありながら輸出

産業の振興に成功した東アジア諸国，たとえば，

日本，韓国や台湾等は，「関税払い戻し」と

「関税徴収の留保（保税輸入）」という措置を実

施し，高関税による輸出企業の生産コストの上

昇を緩和してきた。実務上，関税払い戻しによ

る行政的なコストは高く，大半の途上国にとっ

ては，関税徴収の留保の方がより実施しやすい

政策である。しかしながらこの政策では，保税

輸入品が国内市場に流入するリスクが存在する。

そこで，保税品の管理問題を解決するために，

しばしば実施されてきた措置が輸出加工区の設

置であった。輸出加工区では，税関の厳格な監

視下で，保税品の流通が特定範囲の工業団地内

に制限されるため，保税品の国内流入を防ぐこ

とができるのである［English and Wulf 2002］。

従来の輸出加工区研究は輸出加工区を厳格に

管理された飛び地として想定してきた［Warr 

1989；Sawkut, Vinesh and Sooraj 2009］。だが，中

国の委託加工貿易は，特定範囲の飛び地に限ら

ず，国内に散在する工場で行われるのであ

る（注３）。1970年代末，委託加工貿易が開始され

た当時，中国政府は委託加工貿易の規模を増大

させるため，工場を厳格に管理するという意図

をもたなかった。またその当時，委託加工貿易

に従事できた企業は，おもに国営企業もしくは
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集団企業（郷鎮企業）であり，中国政府はこれ

らの企業が密輸を行うことを予想しなかったの

である。しかしながら，その後中国では，委託

加工貿易を行う工場において，立地が特定範囲

の地域内に制限されなかったために，税関の管

理が難しくなり，密輸が頻発する事態が生じた

のであった（注４）。

2000年以降になると，委託加工貿易が貿易摩

擦の火種のひとつになったことも加工貿易をめ

ぐる中国特有の問題であった。輸出加工区はし

ばしば途上国の製造業輸出の７～８割を占めて

いるが［三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング 

2006］，一般に途上国の製造業規模は貧弱であ

り，先進国と貿易摩擦を起こすほどの輸出量が

生産されることはない。あるいは，途上国の経

済発展とともに，その国の国際貿易に占める輸

出加工区の重要性は減少するのが普通だろう。

たとえば，これまで輸出加工区政策がもっとも

成功した途上国のひとつであるといわれる台湾

では，最初の輸出加工区が設立された10年後の

1976年における，製造業の総輸出額に占める輸

出加工区からの輸出比率は8.7パーセントであ

り，その20年後の1986年には，その比率は5.5

パーセントに落ち込んだ［楊 2006］。ところが，

近年の東アジアにおける国際分業の進展により，

委託加工貿易は短期間に中国の輸出総額の約半

分を占めるようになり［Gaulier, Lemoine and 

Ünal-Kesenci 2007］，それは中国と先進国の貿易

摩擦の要因のひとつであると考えられるように

なった。このような特殊な性質をもつ中国の委

託加工貿易をより深く理解するために，一般的

なモデルだけではなく，その特殊性を明らかに

することができる制度研究を深めることも重要

である。

これまでの中国委託加工貿易に関する研究は，

マクロの統計データに基づき，経済成長におけ

る委託加工貿易の役割や委託加工貿易における

外資系企業の国際分業等のテーマに集中した分

析が多かった。たとえば，崔大滬（2002），

Lemoine and Ünal-Kesenci（2004）， 王（2005），

Gaulier, Lemoine and Ünal-Kesenci（2007） 等 が

挙げられる。これらの研究では，委託加工貿易

が中国経済にもたらす経済成長，雇用創出，ア

ジア地域との経済統合等の経済効果を分析した

が，密輸問題や貿易摩擦等の中国政府を悩ませ

た委託加工貿易に関わる特殊な問題は，分析さ

れてこなかった。他方，フィールドワークに基

づいた委託加工貿易の研究は，委託加工貿易制

度の解明に大いに貢献したが，委託加工貿易制

度の変化についての分析は少ない。たとえば，

黒田（2001），関（2002），郭（2006）等が挙げ

られる。その理由は，彼らの研究の対象期間は，

フィールドワークが行われた時点に限定され，

歴史的な制度変化を十分研究できなかったため

である。

本稿は，開発途上国である中国の輸出振興制

度と政策の解明に取り組んだ研究である。中国

の委託加工貿易をこれまでの各途上国において

実行されてきた輸出促進策の一種とみなしなが

ら，その特殊性を解明する。また，その委託加

工貿易制度の特殊性を明らかにするために，現

地でのヒアリング調査と文献収集，とくに委託

加工貿易が開始されてから30年間の法令を詳細

に検討することによって，1979年から2008年ま

で制度変革とその背景を分析する。中国委託加

工貿易の歴史的変遷について，本論文では以下

のように考える。1980年代から90年代にかけて

は，委託加工貿易に関わる密輸問題をめぐって，
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政府の規制策と外資系企業による働きかけ（以

下，こうした外資系企業による政府へによる働き

かけを「ロビー活動」とよぶ）の間の動態的な相

互作用は，委託加工貿易制度変革の大きな原動

力であったが，2000年以降，外資系企業のロ

ビー活動の影響力は著しく減少した。これによ

り，2000年以降，委託加工貿易制度の変革がほ

ぼ中国政府によって，一方的に決定されること

になった。なぜ近年，中国政府の委託加工貿易

政策が外資系企業のロビー活動に影響されなく

なったのだろうか。その理由としては，中国政

府の政策方針が，密輸問題を解決することから

貿易摩擦問題を解決することへと，転換したこ

とが考えられる。

委託加工貿易制度の成立当初，外資系企業が

もたらす貿易黒字は，中国に欠かせない外貨獲

得の手段であった。ところが，高関税から委託

加工貿易においては密輸が多発した。中国政府

はこうした密輸問題に対処するため，1980年代

から90年代の終わりまでさまざまな規制を導入

してきた。これらの規制は，外資系企業の生産

コストや資金コストを増加させた。それに対し

外資系企業は規制を緩和させるよう，中国政府

へのロビー活動を行うようになった。その結果，

中国政府は外資系企業がもたらす外貨に配慮し，

企業の要望に一定程度応じる緩和策を含んだ新

たな制度を実施した。

しかし，2000年以降，外資系企業がもたらす

貿易黒字は，逆に貿易摩擦の火種になった。中

国政府は貿易黒字解消のために，労働集約型の

外資系企業を加工貿易から排除しようとした。

そこで，中国政府は1990年代に密輸対策として

確立した保証金台帳制度等を活用し，労働集約

型の外資系企業へ厳しい規制を与えた。その動

きに対し，外資系企業は規制が再び緩和される

よう，大規模なロビー活動を行った。しかし，

中国政府による委託加工貿易の引き締め政策に

より，規制はほとんど緩和されず，労働集約型

外資系企業の経営環境は著しく悪化した。2008

年８月以降，中国政府は世界的不況による輸出

鈍化を改善するために，暫定的な委託加工貿易

の規制緩和策を打ち出しているが，後述するよ

うに，これらの緩和策は中国政府の意図により，

いずれ停止されることが想定される。

以下の各節では，1970年代末の中国の改革開

放の開始とともに成立した委託加工貿易に関わ

る，2008年までの制度変革を詳しく分析する。

本論文の構成は以下のとおりである。第Ⅰ節で

は，1980年代を中心に委託加工貿易制度の成立

過程とその後の変化を説明する。第Ⅱ節では，

1990年代に，中国政府が委託加工貿易の密輸問

題を解決するために導入した抑制措置と，それ

に対する外資系企業の大規模なロビー活動を分

析する。第Ⅲ節では，まず，近年中国政府が実

施した貿易摩擦問題の解決策としての引き締め

政策と，外資系企業によって再び行われた大規

模なロビー活動を分析する。その後，世界的不

況に伴う中国政府の緩和策を説明する。結論で

はこれまでの議論を総括する。

Ⅰ　70年代末と80年代

――制度の成立とその仕組み

１．委託加工貿易の成立

委託加工貿易に関する政策の始まりは，1979

年の３月と９月に，中国国務院が「以進養出試

行弁法（輸入を通じて輸出拡大を図る試行規則）」

と「対外組み立て加工と中小型補償貿易を展開
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する弁法（規則）」（国発［1979］220号）という

加工貿易に関する法令を発表したことにある

［片岡 2008; 2009］。この2つの法令は，来料加工

と補償貿易という形式の加工貿易（注５）を認めた。

当時の来料加工とは，外国企業が原料や資材を

中国に搬入し，中国の国営企業もしくは集団企

業（郷鎮企業）へ組み立て・加工を委託し，す

べての完成品は外国企業が引き受けて海外へ輸

出し，中国企業は外国企業から加工費を受け取

る，というものであった。補償貿易とは，外国

企業が設備機械，技術などを中国の国営企業や

集団企業に輸出し，そうした企業が当該企業の

技術，設備を利用して生産した製品を外国企業

に渡すことを通じて，輸入代金を返済する方式

であった。また，当時の中国政府（注６）は委託加

工貿易を各地で盛んにするために，委託加工貿

易工場の認可権限を大幅に地方政府に委譲した。

たとえば，委託加工貿易を行うために使用する

外貨額が100万米ドル以下のプロジェクトは，

中央政府の許可は必要なく，省レベル政府の審

査認可のみを経て，実行することができた（注７）。

つまり，中国政府は委託加工貿易規模を増大さ

せるため，生産企業を飛び地に集中管理すると

いう政策を実施せず，地方政府の認可の下で生

産企業がどこででも操業できるような政策環境

を整備した。

中国の委託加工貿易は1970年代の半ばまで遡

ることができる。具体的には，香港を本拠地に

する中国国営企業「華潤」が，1975年から香港

企業と連携し，深圳周辺で来料加工業務を展開

していた。1978年に中国国家計画委員会副主

任・段雲氏が来料加工の調査チームを率いて，

香港の華潤を訪問した。その場で華潤が提出し

た来料加工に関する資料は，後の国務院が公布

した委託加工貿易の法令の基礎となったという

［朱 2009］。1978年7月に来料加工に関心のあっ

た香港の製鞄企業の経営者，張子彌氏は華潤の

社長を訪ねた。華潤の社長は張氏に広東省軽工

庁を紹介し，張氏の広東省の訪問を実現させた。

その後，広東省軽工庁の紹介で，張氏は東莞県

虎門鎮の太平服装工場を訪問し，そこで太平製

鞄工場の設立が決定した［『南方都市報』2008］。

1978年９月15日に中国工商総局のライセンスを

得て，委託加工貿易に従事する企業（以下，「委

託加工貿易企業」）の第１号，太平製鞄工場が開

業したのであった［崔華超 2009］。太平製鞄工

場は開業から，大いに成功を収めて，工場開業

から１年以内に広東省内の各地から見学企業が

30社以上に及んだという［『南方日報』1988］。

また，東莞県も積極的に来料加工を振興し，

「各村のほこらや食堂などの場所を，来料加工

の工場として活用する」という指示を出した

［『東莞日報』2008］。このように，飛び地である

経済特区が設立される前に，すでに企業が経済

特区内に立地しなくても，委託加工貿易が行え

るという制度が構築されていたのである。

委託加工貿易の基本構造は，上述した1979年

発表の２つの法令によって構築された。その基

本構造とは以下の２つである。第１に中国政府

が外貨獲得を目的に（注８），その手段として委託

加工を認可すること，そして第２に委託加工貿

易を振興するために，中国政府が委託加工貿易

企業に優遇策を与えることである。後者の優遇

策の中でもっとも重要な措置は，委託加工用の

輸入中間財および生産設備の関税が免除される

ことであった。この仕組みによって，高関税が

存在するにもかかわらず，委託加工貿易企業は

生産活動と国際貿易を行う際，関税障壁を回避
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することができた。

ところが，高関税による内外価格差は，委託

加工貿易企業に密輸のインセンティブを与えた。

つまり，委託加工貿易企業が保税で輸入した中

間財および生産設備を違法に国内市場において

転売することにより利益を得ることができた。

また，中国における委託加工貿易に従事した生

産企業は各地に分散しているので，税関による

集中管理という輸出加工区においてよく利用さ

れる管理策も実施できなかった。

中国政府は委託加工貿易企業を管理するため

に，1982年に「組み立て加工と中小型補償貿易

輸出入貨物に対する税関の監督管理および徴免

税規則」（［82］外経貿関字第４号）を実施した。

この法令において，中国政府は委託加工貿易企

業に対する基本的な管理方法を定めた。重要な

点は以下の２点である。第１に，保税品を登記

手帳により管理することである。委託加工貿易

企業は通常，海外企業からの委託加工契約書を

基に，所轄税関へ加工契約内容を登録し，「組

み立て加工と中小型補償貿易輸出入貨物登記手

帳」（以下，「登記手帳」）を申請しなければなら

なかった。それに加えて，上記法令では委託加

工貿易企業に対し，保税の中間財および生産設

備を輸入する際，また保税の中間財で製造され

た商品を輸出する際，通関の手続きを行うとと

もに，登記手帳に会社が所有する保税資材の状

況を登録・更新することを義務づけた。第２に，

この規則によって税関は保税品に対する全面的

な監視・管理権を付与された。すなわち委託加

工貿易に関わる保税品について中国国内の全行

程，つまり輸入されてから輸出されるまでのす

べての過程にわたって，税関は保税品の監視・

管理権限を保有することとなったのである。

1980年代にはこうした委託加工貿易制度の基

本ルールの制定に加えて，もうひとつの重要な

法令が制定された。それは1984年に施行された

「中国増値税条例（草案）（注９）」（国発［84］125号）

である。増値税とは，中国国内における物品の

販売，輸入および工業的役務（加工，修理，組

み立て）の提供に対する付加価値税の性格をも

つ租税である。同時に，それは輸入も含む各取

引段階の付加価値を課税標準として課される一

般消費税としての性格も併せ持っている［朴木 

2004］。ただし，中国政府は輸出を奨励するため，

来料加工の場合，再輸出目的の輸入品の増値税

を免除すること，そして一般輸出，進料加工

（後述）の場合，物品が輸出される際にすでに

支払われた増値税を全額還付することを定めた。

この特例により，増値税に関する委託加工貿易

企業の租税負担は，完全になくなったのである。

　

２．委託加工貿易における外資系企業

1980年代には，委託加工貿易における外資系

企業の役割が大きく変わっていった。来料加工

制度が進展し，進料加工制度が確立されたこと

によって，外資系企業は委託加工の依頼者から

生産工場の実質的な管理者に変化したのである。

前述したように，1970年代末，中国政府は来料

加工という形の委託加工貿易を認めた。最初の

法令による来料加工とは，外資系企業が生産過

程を中国における既存の国営企業か集団企業に

委託するものであり，中国側は生産工場を所有

し，生産管理を行うものであった。ところが，

1980年代後半から，香港企業と広東省の郷鎮や

村政府の調整によって，新たな形の来料加工が

編み出された［関 2002；麻・沈 2010］。この広

東式委託加工とよばれる加工貿易では，中国側
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の郷鎮や村政府の役割は，工場を建設し，その

工場を賃貸方式で外資に提供し，また名目上の

工場長１人を工場に派遣するのみであった。こ

のような工場は，名目的には地元政府の集団企

業に属した。しかし生産活動に関わる業務は実

質上，外資系企業の駐在員によって管理された。

このような委託加工貿易企業は，中国で企業登

記をせず，外資系企業の法人格をもたないので，

統計上中国での外資直接投資とみなされなかっ

た。しかし実際には直接投資のような工場運営

を行っていた。外資系企業にとって来料加工の

大きなメリットは，工場運営の初期費用が低い

だけでなく，郷鎮や村政府に加工費や工場の賃

貸料金さえ支払えば，地元政府の保護下に置か

れ，中国での予測できない経営リスクを減少で

きたことであった。たとえば，出稼ぎ労働者を

管理するのは地元政府であり，地元政府の保護

下に置かれると，たとえ労働者とのトラブルが

生じても解決しやすくなると考えられる。　

こうした広東式委託加工を含む来料加工は

1980年代から，委託加工貿易の主要な形態のひ

とつになった。しかし来料加工に従事した外資

系企業は中国での正式な法人格がなく，税務を

含む外資系企業の各優遇策を受けられなかった。

加えて来料加工の場合，製品の100パーセント

海外輸出が義務づけられたので，国内市場への

販売を意識する外資系企業は，直接国内販売が

できる進料加工方式に傾いた。進料加工とは，

外国の依頼側が原材料などを有償で外国企業の

現地法人を含む中国企業に提供し，保税により

中国国内で加工され，その後有償で外国の依頼

側へ再輸出されるという加工貿易の一形態であ

る（注10）。進料加工は来料加工とよく似ているが，

進料加工の原材料の輸入および製品の輸出の段

階で，それぞれ決済が行われるので，外資系企

業は貿易権を有する現地法人を設立しなければ

ならなかった。中国における外資系独資企業

（100パーセント外国資本が出資して経営している

企業）や合弁企業の増加とともに，1985年以降，

進料加工方式の加工貿易は急速に成長し，1989

年の輸出入総額では来料加工を抜いて（注11），最

大の加工貿易方式になった［黄・陳 2004］。中

国政府は拡大する進料加工を管理するために，

1988年，「税関の進料加工輸出入貨物に対する

管理弁法（規則）」（［88］署貨字第403号）を発表

し，進料加工に対して来料加工と同じように，

関税と増値税に関する優遇を与えること，なら

びに保税品を登記手帳で管理することを定めた。

３．委託加工貿易の成立とともに生じた密輸

問題

委託加工貿易が始まった当初，中国政府は密

輸問題について十分注意を払っていなかった。

当時，委託加工貿易に従事できた企業は，国営

企業もしくは集団企業であり，中国政府はこれ

らの企業が密輸を行うことをまったく予想して

いなかったのである（注12）。ところが，実際，加

工貿易おいて，高い関税と増値税から生じる密

輸の問題は終始絶えなかった。委託加工貿易に

関わる密輸問題の解決のために中国政府が初め

て発表した政令は，1984年５月に税関総署が出

した「経貿部と税関総署の来料加工の審査管理

および違法行為の制止を強化する緊急通告」

（［84］署貨字第381号）であった。この政令から

は，当時中国政府が委託加工貿易による密輸の

実態を把握しきれていなかったことがうかがえ

る。たとえばその緊急通告中に紹介されている，

綿・ポリエステル混紡糸と混紡布の委託加工貿
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易を利用した，ポリエステル綿（ポリエステル

短繊維）の密輸事件における政府の対応を説明

しよう。ある委託加工貿易企業が当初，国産綿

糸と保税輸入したポリエステル綿を材料に，ポ

リエステルと綿の比率を73：27，あるいは60：

40として混紡糸と混紡布を加工し，海外へ輸出

すると税関に申告した。ところが実際には輸出

された混紡糸と混紡布には，綿の割合が申告さ

れた比率よりかなり高く含まれていた。最終的

にその企業は，使わなかったポリエステル綿を

国内市場に転売し，利益を上げるという密輸行

為を行ったのである。中国政府はこの密輸事例

を受けて，以下の２つの対策を打ち出した。第

１に，焦点になった綿・ポリエステル混紡糸と

混紡布の委託加工貿易については，製品が輸出

される前の全面検査を義務づけた。第２に，

「自査自報」というキャンペーンを行った。そ

の内容は，すべての委託加工貿易企業を対象に，

関税の脱税行為があるかどうかを企業みずから

が検査し，そして脱税行為を自発的に認め，み

ずから追徴金を上納すれば，密輸行為があって

も，税関は寛大な措置を行うものとした。一方，

自査自報を行わない企業において，もし脱税行

為が発見された場合には，通常より厳しい処分

を下すというものであった。

もし，中国政府が委託加工貿易実態を完全に

把握することができていたならば，企業を威嚇

する「自査自報」のような活動を導入しなかっ

たであろう。なぜ中国政府は，委託加工貿易に

おける保税品の輸出入実態を正確につかめな

かったのだろうか。その理由は以下のように考

えられる。ポリエステル繊維密輸事件を通じて

わかるように，加工輸出製品における保税原料

の品目・使用割合に関しては，税関の検査を通

じてその製品を詳しく調べない限り，ある製品

が違法な製品であるかどうかについて，正確に

把握できないのである。しかし，当時の税関の

体制では関税徴収に関わる人員配置に対して，

管理すべき企業数がはるかに多く，委託加工工

場の立地は，十分管理されず各地に分散してい

た。また，もうひとつの問題として，委託加工

においては「転廠」（深加工結転ともよばれる）

という企業間の保税品の取引システムを利用し

て，密輸が頻発していたことがあった。転廠が

行われる場合，保税品は，複数の工場をまたい

で加工，移転されるので，税関にとって，最終

の輸出製品に使用される保税材料の品目・割合

の把握が一層難しくなっていたのである。加え

て，転廠を行う企業がそれぞれ別々の地方税関

に管轄される場合には，その取引は所轄税関を

越えるために，管理の隙間が多くなり，保税品

の密輸と脱税の可能性が高くなることがわかっ

ている［郭 2006］。

中国政府は，委託加工貿易を利用した密輸活

動を減少させるために，1980年代末からさまざ

まな制限措置を導入してきた。1989年には，税

関総署，財政部，経貿部，人民銀行，国家税務

局という５つの中央政府機関が共同で「来料加

工の輸入材料の保証金徴収に対する税関総署等

五機関の通知」（［89］ 署監一第454号）を発表・

実施した。この新措置は，来料加工の保税品を

粗雑に管理する企業，密輸歴があった企業，ま

たは税関によって重点的に管理されている輸入

材料を扱う企業は，委託加工貿易を行う前に，

所轄税関に保証金を納めなければならないと規

定するものであった。一度これらの企業がルー

ル違反や密輸行為を行った場合，税関は，直接

に保証金から税金と罰金を徴収することができ
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るとした。しかしこの通告からは，当時の中国

政府が，外貨に対する需要が強いために委託加

工貿易企業に対して寛大な姿勢を取っているこ

とがうかがえる。たとえばこの通告では，ほと

んどの委託加工貿易企業は保証金の納入が不要

であることが強調された。また，もし保証金の

納入が困難であったとしても，銀行を通じて保

証金用のローンを組むことが可能であると規定

された。

Ⅱ　90年代の制度変化

――中国政府の密輸対策と外資系企業の

ロビー活動の間の相互作用による変革

１．密輸問題（注13）に対する厳重な取り締まり

前節で説明したように，委託加工貿易におい

ては，高い関税と増値税から密輸が多発した。

中国政府はこうした密輸を取り締まるために，

1980年代からさまざまな措置を導入してきた。

委託加工貿易を通じた密輸問題の激しさは，表

１からうかがえる。表１は1997年と1999年にお

ける，密輸額30万元以上の大型密輸案件の統計

を示している。97年における委託加工貿易を通

じた密輸は，総密輸件数の36パーセント，総額

の54パーセントを占めた。また99年には，それ

ぞれの39.5パーセント，53パーセントとなった。

97年と99年の委託加工貿易による密輸は共に，

総件数では40パーセント以下しか占めていない

が，総額の50パーセント以上を占めている。こ

のように，１件当たりの密輸額が相対的に大き

な委託加工貿易による密輸は，自然に中国政府

による取り締まりの標的となった。以下では

1990年代中頃，中国政府はどのような抑制策を

打ち出したのか，また，その政策はどのように

委託加工貿易に影響を与えたのかについて詳し

く分析する。

　

２．保証金台帳制度の成立とその狙い

1990年代における，委託加工貿易に対する中

国政府の最初の大規模な規制政策は，1995年11

月，税関総署，中国銀行，国家計画委員会が共

同で発布した「加工貿易輸入原材料についての

銀行保証金台帳制度の施行に関する暫定管理

法」（署監［1995］908号）であった。この法令

では，保証金台帳制度の目的は，税関による管

理の強化と国家税収の確保であると強調されて

おり，この制度は委託加工貿易による密輸問題

の対策の一環であったと考えられる。

保証金台帳制度の内容はどういうものであっ

たかというと，委託加工貿易企業は，外経貿部

門（国際貿易を所管する政府部門）および税関の

認可を得た後，まず原材料の契約金額どおりに

指定の中国銀行に委託加工貿易輸入原材料の保

証金台帳を開設する。そして加工完成品を，規

表１　中国における委託加工貿易を通じた密輸（1997年と1999年）１）

年 件数 密輸件数に占める比率 総額 密輸総額に占める比率

1997 401 36% 33.3億元 54%

1999 447 39.5% 28.7億元 53%

（出所）邵他（2001,82）より，筆者作成。

（注）１）ここでの密輸統計は，密輸額30万元以上の重大密輸事件のみ。
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定した加工期間内にすべて輸出し，税関による

審査の上，銀行が保証金台帳を帳消しにするも

のである。一見，この保証金台帳制度は，前述

した1989年より実施された保税品管理の悪い企

業から保証金を徴収する措置に似ているが，実

際には大きな差異がある。その差異とは，保証

金台帳制度では保証金を納入することが義務づ

けられない点である。つまり，銀行保証金台帳

の開設が要求されるものの，保証金自体の積み

立てを免除する制度が存在した。この制度は

「空転」とよばれる。これに対して，銀行保証

金台帳を開設し，保証金の積み立てを要求する

制度は「実転」とよばれる。そして1995年に最

初に実施された銀行保証金台帳は空転のみで

あった。

空転の場合，中国政府にはどのようなメリッ

トがあったのだろうか。それは委託加工貿易企

業の情報を獲得することであった。実は，当初

の銀行保証金台帳制度の狙いは保証金の積み立

てではなく，保証金台帳の審査システムの構築

にあった。前述したように，1980年代に形成さ

れたおもな委託加工貿易の監視システムは，税

関を中心とする登記手帳による保税品管理を通

じたものであった。ところが，委託加工の生産

過程や商品の価値付け等の経営実務に関わる情

報は税関の専門領域ではなく，税関だけによる

監視システムでは，企業管理に隙間が生じた。

たとえば，「三無」（工場なし，生産設備なし，労

働者なし）企業がこの隙間を利用し，委託加工

貿易を名目として，密輸活動を頻繁に行った。

中国政府は，委託加工貿易の実務に関する，税

関と企業の情報の非対称性の問題を解決するた

めに，国際貿易の実務に詳しい外経貿部門を保

証金台帳審査の第一関門とすることを規定した。

1996年に対外貿易経済合作部が公布した「外商

投資企業の加工貿易の展開と銀行保証金台帳の

実行に対する審査の諸問題に関する通知」

（［1996］外経貿資発第508号）から，税関と企業

の情報の非対称性から生じた問題を解決するた

めに，中国政府が外経貿部門の審査に期待する

ことがうかがえる。この通知の第１条には，保

証金台帳の審査は各地の外経貿部門の責任であ

ると強調される。さらに第２条には，審査の重

点は企業の経営実態であると明記された。つま

り審査企業が「三無」企業ではないか，企業の

投資と生産は計画通りに行われているか，企業

の輸入保税品の数量と価格は合理的か，企業は

「高進低出」（高い価格で原料を輸入し，低い価格

で製品を輸出する）という手口を利用して脱税

を行っていないか等の具体的な審査内容が明記

された。

中国政府は，1994 年に人民元の対ドル・レー

トを管理変動相場制へ移行したことをきっかけ

に，大幅な人民元切り下げを行い，貿易収支が

黒字に転換した。しかし，その後も輸出産業を

奨励する政策を維持した。また保証金台帳制度

の実行に際しても外資系企業の反発に配慮した。

対外貿易経済合作部が公布した通知の第５条は，

企業の負担にならないように，外経貿部門の審

査を迅速に処理しなければならないと指摘した。

つまり，そもそも中国政府が保証金台帳制度を

導入した目的は，企業の経営実態を監視するた

めであり，企業の経営環境を悪化させる意図は

まったくなかった。ところが，1990年代末から

の密輸の取り締まり強化運動を背景に，保証金

台帳制度が修正されると，委託加工貿易に関わ

る外資系企業の経営環境は一気に悪化したので

ある。
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３．密輸犯罪の厳罰化と保証金台帳制度の進

展

1997年以降，アジア通貨危機と当時の金融引

き締め政策の影響で，中国政府は，国有企業の

経営悪化，リストラによる失業者の増加等の問

題に直面していた。こうした成長の鈍化傾向か

ら脱却するために，中国政府は1998年後半から，

内需拡大策を打ち出し，長期建設国債の追加発

行による積極的財政政策を実施した。これに

よって，1997年に582億元だった財政赤字額は，

1999年には1744億元と３倍に急拡大した［経済

産業省 2003］。こうした財政難問題に迫られた

中国政府は，本格的に脱税問題に取り組み始め

た。また，当時，密輸による安価な製品の流入

が市場価格を押し下げ，競争力が低い国営企業

の収益を一層悪化させたという主張もあった。

加えて，密輸活動への取り締まりの強化は，関

税による国内産業保護の有効性を向上させると

いう狙いもあった［越智 2003］。

1997年の刑法全面改正の際，密輸犯罪につい

ての条文が大幅に増やされ，刑罰も大きく厳罰

化された。すなわち密輸額が多ければ多いほど

刑罰が重くなった。もっとも厳しい場合（脱税

額50万元以上），死刑または無期懲役の判決もあ

りうる［郭 2006］。それと同時に，朱鎔基首相

が陣頭指揮に当たって，密輸の取り締まり強化

運動を全国的に展開した。1998年７月には国務

院が全国密輸撲滅工作会議を開き，密輸活動を

取り締まる専門の警察組織（緝私警察）を新設

することを決定した。この会議後のわずか２カ

月間に，密輸事件1276件，金額にしてその年の

財政赤字金額の約5パーセントに当たる50億元

が摘発された［矢吹 1999］。後述するように，

密輸取締警察の設立，密輸の厳罰化，大規模な

取り締まりによって，中国税関の権威が構築さ

れたことは，密輸活動の抑制と関税の増収に大

いに貢献した。

密輸の取り締まりが全国的な運動になった

1990年代末には，新たな保証金台帳制度が公布

された。1999年４月５日に国務院は国家経貿委，

外経貿部，税関総署，財政部，国家税務総局，

中国人民銀行，国家外貨管理局の７つの中央政

府機関の提案に基づいて，「加工貿易銀行保証

金台帳制度のさらなる完備化に関する意見」

（国弁発［1999］35号）を公布した。この国務院

レベルの政令による新制度は，委託加工貿易企

業および商品をそれぞれ数種類に分類しており，

特定の制限品目を扱う企業や，重大なルール違

反行為があった企業からは関税・増値税と同額

の保証金を積み立てさせるものであった。新制

度では，委託加工貿易に関する商品を「禁止

類」，「制限類」，「許可類」の３つに分類した。

禁止類の商品は『対外貿易法』で輸入が禁止さ

れるか税関が監督できないものである。制限類

の商品とは内外価格差が大きく税関が管理しに

くい原材料のことを指し，合計11種類ある。禁

止類と制限類にあてはまらない商品は許可類に

属するものとした。

また，新制度では，委託加工貿易企業が業種，

規模，ルール違反歴によって，A，B，C，D

の４種類に区分され，禁止類の商品と D類企

業が委託加工貿易制度から排除された。なお，

C類企業および制限類商品を扱う非 A類企業

は原材料輸入時に，輸入品に対しては，当該商

品にかかる関税に加え，増値税（輸入額の17

パーセント）と同額の保証金を納入しなければ

ならないことが規定された。この新制度は，同

年６月１日から実施される予定であったが，委
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託加工貿易企業の反発によって，銀行保証金台

帳制度の実施時期については同年10月１日に延

期された。こうした新制度に対する委託加工貿

易企業のおもな不満は以下の３つであった。第

１に，保証金が資金繰りの圧迫要因となり得る。

保証金の積み立てが必要な場合，保証金の金額

は輸入額の４割にも及んだ。この保証金は，委

託加工貿易契約の終了時に普通定期預金金利を

付加して返還されるものの，人民元調達利率と

の差が５～７パーセントあることから，委託加

工貿易企業の資金調達コストを増加させるもの

であった。第２に，C類企業の分類基準が厳し

すぎることであった。たとえば，C類企業の基

準のひとつは，過去１年以内に２回ルール違反

行為をしたというものである。また，そのルー

ル違反の実際の基準は，1000元以上の罰金対象

行為であった。1000元程度の罰金歴なら，企業

の通関手続き時の不注意による誤り等も含まれ

るので，大半の委託加工貿易企業が C類企業

に認定される可能性が高いと考えられた。第３

に，一部の原材料は，委託加工に大量に使われ

るか，あるいは中国国内生産量が低いために輸

入に頼らざるを得ないにもかかわらず，制限類

商品に指定されたことにより，委託加工貿易企

業の運営に支障が生じた［JETRO 海外調査部 

2000］。

　

４．ロビー活動による保証金台帳制度の大幅

な緩和策

委託加工貿易企業および商品の分類管理制度

の導入によって，企業側にとって，保証金の積

み立てによる資金調達コストが上昇した。その

ため外資系企業は経営環境の一層の悪化を防ぐ

ため，中国政府に対するロビー活動に乗り出し

た。郭（2006）で示したように，台湾企業は集

団的に中国政府に対してロビー活動を行った。

また日系企業の場合は，大使館や各地の総領事

館を経由して，ロビー活動を行っただけでなく，

関係経済団体や業界代表も直接に中国側担当局

に対して積極的に陳情を行った［服部 2000］。

こうした委託加工貿易企業のロビー活動に

よって，緩和策を含んだ新制度がつくられた。

もっとも重要な緩和策は，1999年12月13日に公

布・実施された「税関総署，国家経済貿易委員

会，対外貿易経済合作部企業分類管理基準の若

干の問題に関する補充通知」（署監［1999］817

号）であった。この通知では，C類企業の範囲

が以下のように大幅に緩和された。それはおも

に以下の３点である。第１に，企業のルール違

反行為による罰金が１万元以下であった場合は，

C類企業として評定・記録しないこと。第２に，

１年以内に２回以上の違反行為があった企業で

あっても，その回数が前年度の通関回数の1000

分の１を超えないものは C類企業とはみなさ

ないこと。第３に，1999年６月１日以前に発生

したルール違反行為は C類企業の評定記録と

はしないこととした。このような大幅な緩和に

よって，企業は瑣末なルール違反によって C

類企業と評定されることを回避することができ

た。その結果，制限類商品を扱わない限り，ほ

とんどの外資系企業は，新制度に影響されるこ

となく，依然として空転による銀行保証金台帳

制度を適用されることとなった。

制限類商品を扱う外資系企業に関しても，次

のようなその他の緩和策によって，新制度に影

響されないようになった。まず2000年５月から

制限類商品を扱う B類企業の保証金が半額と

なり，企業の負担軽減が図られた（注14）。それか
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ら，外資系企業に対して影響が大きい商品が制

限類商品から外された。たとえば制限品目のひ

とつである家電製品等に使用される電気亜鉛

メッキ鋼板は，2000年７月から制限類商品から

外れた（国経貿易［2000］570号）。こうした措

置が導入された一因には，鋼材を扱う日系企業

が，1999年12月および2000年４月に２回行った

ロビー活動の成果をみてとることができる

［JETRO 海外調査部 2000；日中投資促進機構 

2000］。また，C類企業および制限類商品を扱

う B類企業は，事情により税関に保証金を納

付できない場合，2000年１月１日より施行され

た「加工貿易企業の多様な形式による納税保証

金実施弁法（規則）」（国経貿貿易［1999］1271号）

に基づき，中国銀行が発行した保証状により，

現金による保証金積み立てを代替できることと

なった。それによって，実転が必要とされる企

業でも，銀行の保証状等の担保があれば，空転

による資金運営ができるようになったのである。

上述したさまざまな緩和措置によって，1999

年に実施された新たな銀行保証金台帳制度の外

資系企業に対する実質的な影響は，ほぼ相殺さ

れた。それではなぜ中国政府は実転の影響をほ

ぼ完全に相殺するような緩和策を打ち出したの

だろうか。その理由は，中国政府が新たに設定

した規制が厳しすぎたために，多くの外資系企

業が委託加工貿易から撤退することを恐れたた

めと考えられる。

1997年７月のアジア通貨危機以降，人民元の

割高感に加え，中国の重要な輸出先であった東

アジア各国の景気後退が深刻化した影響で，中

国の輸出は1998年３月以降伸び率が鈍化し，８

月から11月はマイナスとなり，1998年通年でも

前年比プラス0.5パーセントと低い伸びにとど

まった。中国政府は輸出促進のために，輸出に

係る増値税の還付率引き上げや還付対象商品の

拡大等の奨励策を行った［経済産業省 1999］。

輸出の減速を警戒していた中国政府は，委託加

工貿易における外資系企業の規模縮小や撤退を

望んでいなかった。このような背景から，中国

政府は外資系企業のロビー活動に柔軟に対応す

るようになったのである。

前述のように中国政府の実転を推進する政策

の影響は，緩和策によって中和されたが，新制

度においては，ある程度中国政府側にとって，

より効率的な管理システムを構築できた。たと

えば中国政府は，内外価格差が大きく，税関が

管理しにくい原材料を制限類商品に設定するこ

とによって，重点的な監視目標を明確化し，よ

り効率的な監視システムを敷くことができた。

また，企業分類制度が緩和された結果，大体の

企業は B類企業以上に区分されたのだが，脱

税や密輸を行う可能性が高い C類と D類企業

を詳細に割り出すことに成功した。これにより

中国政府は D類企業を委託加工貿易制度から

排除し，C類企業に対する管理を強化する等の

措置によって，外資系企業に対する管理コスト

を減少することができた。なお，中国銀行の保

証状を保証金の積み立てに代替できる制度に

よって，外資系企業は資金コストの増加から免

れることができたが，中国銀行は保証状によっ

て企業の税関に対する債務を代償する義務を保

有していた。こうして税関は，企業に対する徴

税コスト削減に成功したのである。

　

５．確立した税関の権威と関税の増収

1990年代末には，新たな銀行保証金台帳制度

だけでなく，密輸取締警察の設立，密輸の厳罰
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化，加えて数回の大規模な立ち入り検査が実施

されたことも，外資系企業と中国政府の関係に

重大な影響を与えた。郭（2006）で言及したよ

うに，大半の委託加工貿易企業は生産上の便宜

と柔軟性を図るため，委託加工貿易の手続きを

厳密に履行しなかった。その結果として，しば

しば保税品の実際の在庫数と登記手帳上の在庫

数が不一致となった。従来は，委託加工貿易企

業が密輸を行わない限り，税関はこの問題に寛

大に対処してきた。ところが，1999年以降，税

関による大規模な立ち入り検査が行われるたび

に，数人，あるいは多いときには十数人にも及

ぶ外資系企業の関係者が，保税品の管理が適切

に履行されていないことを問題とされ，密輸・

脱税の容疑で逮捕・拘留された［郭 2006］。逮

捕された人々の中には，実際に密輸に関わった

人物も何人かいたが，単に従来，取り締まりが

緩やかであったために長期的に委託加工貿易

ルールを履行せず，保税品の管理が粗雑になっ

ていただけの例も多かった。

委託加工貿易上のルール違反によって，多数

の台湾人が逮捕・拘留されたことで，1990年代

末には台湾の業界団体がこの問題に対するロ

ビー活動を行った。これらのロビー活動におい

ては，税関による逮捕・拘束に関する権限を制

限することや台湾人専用裁判所の設立等に関し

て，中国政府に対する大規模な陳情活動を行っ

た（注15）。ところが，このようなロビー活動は実

質的な成果をほとんど得ることがなかった［郭 

2006］。なぜ保証金台帳制度に関するロビー活

動は一定の成果を収めた一方で，取り締まり，

罰則と裁判に関するロビー活動の効果がなかっ

たのだろうか。その原因としては，ロビー活動

の対象になる法令の位置づけの相違にあると考

えられる。保証金台帳制度は国務院レベルの政

令によって構成されている制度であり，国務院

か関連する中央政府の行政機関から修正のため

の政令が公布されれば，容易に制度が変更され

る。しかしながら，取締警察や台湾人専用裁判

所に関するロビー活動は，中国の国家レベルの

法律，たとえば「中華人民共和国刑法」と「中

華人民共和国刑事訴訟法」にかかわるものであ

り，これらの法令の変更は，全国人民代表大会

（またはその常務委員会）の認可が必要であり，

容易に変更されるものではないのである。こう

して密輸取締警察の権限と密輸の厳罰化が緩和

されなかったため，外資系企業にとって，税関

の立ち入り検査は企業運営に関してもっとも脅

威的な事態となり，税関の絶対的な権威が構築

された。

税関はこの権威に基づいて，委託加工貿易を

通じた密輸活動を抑えることに成功した。また，

税収確保のための「自査自報」を行うたびに，

委託加工貿易企業から十分な税金を徴収するこ

とができた。実際に，密輸取締警察が成立され

たその年の1999年には，税関の税収が前年の

879億元から，1590.7億元まで増え，その伸び

率は81パーセントに達した。その後，密輸取締

警察はその影響力を維持し，税関による税収の

毎年の増収に貢献している［公安部 2007］。表

２は賈（2002）が推定した中国における1995年

から2000年までの脱税額の統計である。表２に

よると，1990年代の後半には，関税の脱税が効

果的に抑えられていたことがわかる。2000年の

関税の脱税額は1995年のおよそ半分にまで抑制

された。
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Ⅲ　2000年以降の制度変化

――中国政府の一方的な意図による変革

１．貿易摩擦による規制⑴――輸出増値税還

付率の引き下げ

前節で示されたように，1990年代に執行され

たさまざまな規制策によって，委託加工貿易制

度が成立して以来，中国政府を悩ませて続けて

きた密輸と脱税の問題は，一定程度解決された。

ところが近年，中国政府は貿易黒字の解消とい

う新たな目的のために，委託加工貿易に対する

さらなる規制策を打ち出してきた。この中国政

府の動きに対応して，外資系企業は新規制策の

影響を抑えるため，再び大規模なロビー活動に

乗り出している。本節では，この新たな中国政

府と外資系企業の動態的相互作用を詳しく分析

する。

近年，密輸の抑制に成功しているにもかかわ

らず，中国政府が新たな委託加工貿易の規制策

を実施した背景には，膨大な外貨準備高と貿易

黒字の問題がある。2001年以降，中国経済は力

強い成長を実現したと同時に，経常収支が右肩

上がりに伸びた［経済産業省 2007］。これによっ

て，委託加工貿易を通じて外資系企業が外貨を

もたらすメリットが薄くなった。また貿易黒字

については，貿易黒字が定着した1994年以降，

2004年までは年300億ドル前後で推移していた

が，2005年には前年から一気に3倍以上に増加

して1000億ドルを突破し，2006年にも74パーセ

ントという高い伸び率を維持し，1775億ドルと

過去最高を更新した［経済産業省 2007］。この

ようななかで中国政府にとって，貿易黒字が急

増するとともに，米国や EU等との貿易摩擦と

人民元の切り上げがより厳しい問題になってい

る［水野 2007；井上 2007］。こうした貿易黒字

を解消するため，中国政府が最初に着手したの

は増値税還付率の引き下げであった。

前述したように，中国政府は輸出を奨励する

ため，輸出品に利用される原材料の購入時にか

かる増値税を企業に還付してきた。1994年，中

国政府が大幅な税制改革を行った際には，増値

税の還付率は100パーセント，つまり税率17

パーセントの商品の還付率は17パーセントで，

輸出企業の増値税の実質負担はゼロとなってい

た。その後，不正な還付請求が相次ぎ，政府は

財政負担を減らすため，還付率を段階的に低減

した。そのため1996年には，増値税の還付率は

1994年頃のほぼ半分まで低下した。企業にとっ

て，還付率が次第に低下していくことは，輸出

に対する実質増税となった。他方，1997年のア

ジア通貨危機以降，中国政府は伸び率が鈍化し

表２　中国における脱税額の推定（1995〜2000年）

（単位：億元）

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年

非農業生産部門 2616 2601 2717 2816 2720 2524

関税 979.70 680.54 684.06 675.17 330.64 461.06

個人所得税 28 73 282 338 492 732

総計 3623.70 3354.54 3683.06 3829.17 3542.64 3717.06

（出所）賈（2002，68表2-2）。
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ていた輸出を促進するため，増値税の還付率を

数回にわたり引き上げた。その結果，アパレル，

機械，電子類という輸出の主力商品の還付率は

税率と同じ17パーセントに戻った［張聡徳

2003b］。

しかし，中国政府は2003年10月に「輸出貨物

還付税率調整に関する通知」（財税［2003］222

号）を公布した。それによって，輸出品に適用

される還付率は2004年１月１日より，平均15

パーセントから平均３パーセント引き下げられ

た。調整方針に従い，中国国内で供給が不足し

ている製品，輸出制限をしている製品，国際市

場で競争力のある製品については還付率を引き

下げるか，あるいは還付を取りやめた。委託加

工貿易企業にとって，今回の輸出増値税還付率

引き下げの影響は，企業の経営努力によって，

ある程度吸収できるので，外資系企業による大

規模なロビー活動は見受けられなかった［両岸

経貿編集部 2003］。こうした2003年の還付率の

調整の目的は，輸出製品の生産コストを増加さ

せることによって，人民元切り上げ圧力を軽減

するというだけでなく，財政上の困難をもたら

していた要因のひとつであった輸出増値税の還

付政策を縮小させるためでもあった。当初輸出

増値税の還付が実施された際に，政府が見込ん

でいた数字よりも中国からの輸出は大きく拡大

し，企業へ還付する財源は政府にとって大きな

問題となっていた［趙 2004］。

また，「第11次５カ年計画」（2006～2010）に

おいては，従来の経済発展モデルの革新を図り，

経済発展の質を向上させ，持続可能な経済発展

軌道へと転化させることを目標とした［経済産

業省 2006］。この５カ年計画の下で，中国政府

は2006年９月14日に，「一部輸出品目に対する

増値税還付率調整に関する通知」（財税［2006］

139号）を公布し，９月15日（注16）から，エネル

ギー大量消費型製品，高汚染型製品，資源関連

の製品に加え，一部の労働集約型製品に対する

輸出増値税の還付を取り消すか，還付率を引き

下げた［水野 2007］。今回の調整で計255項目

の商品に対する還付が取り消され，1130項目の

商品への還付率引き下げが行われた。また，中

国政府は９月28日に追加通告「一部の商品の輸

出増値税還付に関する補充通知」（財税［2006］

145号）を公布し，９月15日以前にすでに輸出

増値税還付を取り消した138品目，および９月

15日以降取り消しを決定した225品目を「加工

貿易禁止類商品目録」に掲載すると明言した。

外資系企業にとって，扱う中間財が加工貿易禁

止類商品リストに追加掲載されることは，今後

その中間財を一般貿易の形で輸入しかできない

ことを意味し，輸入時に関税および増値税が徴

収され，コストの増加につながるものであった。

なお来料加工工場の場合，海外企業から原材料

や生産設備の提供を受けて加工のみを請け負う

という経営形態のため，一般貿易を行う資格が

ない（注17）。このため，「加工貿易禁止類商品目

録」に追加された商品や原料を扱う来料加工貿

易企業は，部材が手に入らないことによる生産

停止，ひいては倒産の危機に直面した。

このような事態に対応して，外資系企業は新

政策の影響を抑えるため，すぐさまロビー活動

を展開した（注18）。たとえば，広州，深圳，東莞

等の各地の「台商協会」（中国各地の日本商工ク

ラブに当たるビジネス団体）は，急いで管轄の税

関や地方政府と意見交換会を開き，新政策の施

行を止めるよう陳情した［両岸経貿編集部 

2006a］。そのほかに，香港工業総会は10月下旬，



46

KKKK 研究ノート KKKKKKKKKKKKKKKKKKKKL

中国政府の在香港機関（中連弁）の経済部門関

係者らと座談会を開催し，禁止類商品目録に掲

載されようとしていた紙，亜鉛・アルミ合金部

品，原皮等を扱う来料加工工場が目録発表直後

に倒産するといった事態を回避するため，中国

政府に対して政策調整の見直しを行うよう強く

要請した。こうした外資系企業のさまざまなロ

ビー活動によって，中国政府は緩和策を打ち出

した。たとえば2006年11月１日に，委託加工貿

易を禁止する品目リスト「加工貿易禁止類商品

目録」が公布され（商務部，税関総署，国家環境

保護総局，2006年82号公告），外資系企業の関心

が大きい商品，たとえば，紙，亜鉛・アルミ合

金部品，原皮等は輸出増値税の還付が取り消さ

れたにもかかわらず，禁止類の項目には掲載さ

れなかった［香港特別行政区政府駐広東経済貿易

弁事処 2006］。また，施行日は2006年11月22日

に延期され，登記手帳が電子化されている企業

は１年間，登記手帳が書類ベースの企業は半年

間の移行期間が設けられた［両岸経貿編集部 

2006c］。これらの措置によって，外資系企業に

対する139号通知の影響がある程度緩和された

［『経済日報（台湾）』2006］。

ところが，2006年末において，委託加工貿易

制度に対する外資系企業の不安は，ほとんど軽

減されていなかった。その理由は，より広い範

囲の禁止類と制限類商品リストが公布されると

いう情報が委託加工貿易関係者の間に流れてい

たからである［『工商時報』2006a］。このため，

11月に香港貿易発展局と香港の四大商工会（香

港工業総会，香港中華廠商連合会，香港中華総商会，

香港総商会）を含む34の業界団体は座談会を開

催し，連名で中央政府に対して，今後輸出関連

の政策制定時には，企業に対する聞き取りを強

化することや経過期間を与えることを要請する

意見書を提出することを決定した［福井県香港

事務所 2006］。また中国政府は，急増していた

貿易黒字を効果的に削減するために，企業分類

管理制度を廃止し，すべての委託加工貿易企業

に保証金の実転を義務づける政策を実施しよう

としている，という情報も外資系企業に知られ

ていた。もし実転が全面的に実施されたならば，

広東省の香港，台湾企業の１割が資金難による

倒産に追い込まれると予測された。このような

事態を回避するために，東莞外資企業協会は，

10月16日に中国商務部長の薄熙来が東莞での外

資系企業を視察した際，実転に関する政策を慎

重に行うよう要請する陳情書を提出した［『文

匯報』2006;『工商時報』2006b］。

外資系企業が大規模にロビー活動を行ったに

もかかわらず，中国政府は2007年の6月18日に

「一部品目の輸出増値税還付率の引き下げに関

する通達」（財税［2007］90号）を公布した。今

回の増値税輸出還付率の調整は，2006年９月に

公布した財税［2006］139号による調整より大

規模であり，対象は2831項目の商品に及び，海

関税則商品総数の37パーセントに当たる広範な

ものとなった。この中には，553項目の「両高

一資」（高汚染，高エネルギー消耗，資源型）商

品に対する還付を取り消し，2268項目の貿易摩

擦を引き起こしやすい商品への還付率引き下げ

を行うことが規定された。この７月１日から実

施された異例の大規模，かつ移行期間のない厳

しい還付税調整の背景については，「貿易黒字

の過剰な増大を抑え，貿易の均衡を図るため，

政府としては，さまざまな政策を実施する必要

があるが，今回の輸出増値税政策も，こうした

政策の中で重要な位置を占める」ものであると
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中国政府は説明した［中国財政部 2007］。この

税還付の調整は，労働集約型の産業に深刻な影

響をもたらした。たとえば，自転車，陶磁器，

繊維，靴，タイヤ等の産業に従事していた台湾

資本の委託加工貿易企業は，還付率の引き下げ

によって，またたく間に４パーセントから５

パーセントの粗利益率の損失を強いられた［両

岸経貿編集部 2007］。

２．貿易摩擦による規制⑵――新たな保証金

台帳制度

外資系企業が，上述した還付率調整ショック

から回復していなかった時期，もっとも懸念さ

れていた引き締め策が行われた。それは，2007

年７月23日に公布され，８月23日より施行され

た「加工貿易制限分類の規制強化にかかわる公

告」（商務部・税関総署公告［2007］第44号）で

ある。この公告により，新たな銀行保証金台帳

制度が実施された。44号公告による銀行保証金

台帳の新制度と旧制度の内容を比較すると，新

旧制度の間に大きな相違はないように思える。

両者の変更点を強いて挙げるならば，制限類商

品を扱う A類企業の保証金の納付が空転から，

B類企業と同じように50パーセントの実転，つ

まり実質的に納付することとなったことである。

ところが，前述したように，大部分の委託加工

貿易企業は B類企業に属するので，このルー

ルの変更は彼らへの影響は少ないはずである。

では，なぜこの公告は多数の委託加工貿易企業

に大きな衝撃を与えたのだろうか。

実は，外資系企業に対する44号公告の影響は，

制限類商品品目の大幅増加にあった。44号公告

では，労働集約産業に関わる繊維製品1539品目，

プラスチックの原料等150品目など全関税品目

の約15パーセントを占める1853品目が制限類に

追加された。これにより，制限類商品は394品

目から2247品目へと大きく拡大し，今まで保証

金の納付と無関係であった多数の企業も積立金

の準備に追われるようになった。また，今回追

加された品目の制限方式についても，今までの

制限類商品に関わる制限方式と異なっていた。

1999年に制限類商品が初めて指定された際，そ

の選別原則は内外価格差が大きく，税関が管理

しにくい原材料を対象としていた。そしてこれ

らの原材料が国内市場に転売されないように，

輸入制限が行われた。このように44号公告が公

表された際，既存の394品目の制限類商品のす

べては輸入制限方式であった。ところが，追加

された1853品目のすべては輸出制限方式（注19）で

あった。輸出制限をする目的は何かというと，

輸入原材料の管理ではなく，最終製品の輸出管

理である。つまり，輸出制限の目的は密輸防止

ではなく，輸出の抑制であった。

44号公告では，初めて企業の所在地域によっ

て，銀行保証金台帳の扱いが異なる制度を打ち

出した。具体的には，委託加工貿易企業が中西

部地区（北京市，天津市，上海市，遼寧省，河北

省，山東省，江蘇省，浙江省，福建省，広東省と

いった東部地区以外の地域を指す）に所在してい

る場合，制限類商品についての委託加工貿易の

展開において，A類および B類企業について

は空転を実行することができることとした。こ

うした背景には，2006年の中西部地区の委託加

工貿易輸出額は全国の2.6パーセントしか占め

ておらず，このため中西部地区における企業へ

の優遇政策は，中西部地区への委託加工貿易移

転促進という狙いがあると考えられる［三井住

友銀行中国業務推進部 2007］。
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また，44号公告の第５条では，公布日の７月

23日までに貿易権（自営輸出入権）を獲得して

いない東部地区企業については，制限類商品委

託加工貿易業務の展開申請は受理されない旨が

明記された。前述したように，来料加工企業と

は地元政府が工場を建てて労働者を雇い，そこ

に外資系企業が設備と技術を持ち込んで海外か

ら委託生産を請け負う方式である。このような

工場は，実際上は，外資系企業によって実効的

に管理されるが，名目的には地元政府の集団企

業に属する。よって，来料加工方式の外資系企

業は，貿易権をもてず，地場の政府系貿易企業

に部材輸入・製品輸出を委託する必要があった。

今回の公告では，「貿易権を獲得していない企

業」という条文の対象はまさにこうした来料加

工企業に向かっていた。制限類商品を手がける

来料加工企業を運営させないという44号公告の

狙いは，外資系企業の身分があいまいな来料加

工企業を明確な法人格をもつ三資企業（注20）へ転

換を促すことと考えられる。このため，44号公

告の第５条には但書がつけられていた。それは，

委託加工貿易の委託業務を引き受けた経験があ

りながら貿易権を取得していない生産企業につ

いては，2007年10月23日までに地方政府部門へ

届け出を行い，かつ規定期間内に貿易権を備え

る企業に転向すれば，第５条の対象にならない

というものであった。

  

３．外資系企業のロビー活動と実効性がない

緩和策

44号公告の実施によって，委託加工貿易に従

事する労働集約型企業の資金負担が増大した。

資金力の弱い中小企業にとって，この新政策は

死活問題になった。外資系企業は44号公告とそ

の前の財税［2007］90号公告による影響を抑え

るため，さまざまなロビー活動を行った。たと

えば，日系企業の場合，在広州総領事館，広州

日本商工会およびジェトロ広州事務所は数回に

わたり，広東省国家税務局，税関総署広東分署

および広東省対外貿易経済合作庁への働きかけ

や提言を行った（注21）。台湾企業の場合，2007年

４月16日に，中国各地の「台商協会」は，全国

総会「全国台湾同胞投資企業連盟会」（以下「台

企連」）を設立した。台企連が設立された目的

は「台商（台湾からの対中進出企業）の利益を守

るため……（中略）地方の台商協会が解決でき

ない問題に対し，この台商総会で取り組む」こ

とである，と台企連の会長張漢文氏は語った

［『中国時報』2007］。台企連設立後の最初の大仕

事は，委託加工貿易の新政策に対して，中国側

への働きかけを行うことであった［『経済日報

（中国）』2007］。こうした台企連の努力によって，

台商が望んだ台商代表と中国副総理呉儀氏の直

接会談が実現された［『経済日報（中国）』2007］。

香港企業の場合，委託加工貿易業界だけでは

なく，おもなビジネス団体や香港政府もかなり

ロビー活動に力を入れた。たとえば，委託加工

貿易の新政策による問題を具体化するために，

香港政府の諮問機関である大珠江デルタ商務委

員会と香港貿易発展局研究部は，５万社以上の

貿易企業および製造企業に対する大規模なアン

ケート調査を行い，委託加工貿易関連の新政策

が香港企業に及ぼす影響に関する報告書「香港

に対する内地加工貿易政策の影響」（注22）を発表

した。同報告書では，最悪の場合，香港系企業

約1500社が操業停止，１万社が生産縮小に追い

込まれ，37万5000人の中国人労働者が失業する

と予測した。
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外資系企業によるさまざまな努力によって，

中国政府は緩和策を打ち出した。2007年９月5

日に，商務部，税関総署，銀行監督委員会は，

「台帳保証金の納付方法に係る公告」（商務部，

税関総署公告［2007］71号）を公布した。この公

告により，保証金の納付について，現行規定の

「加工貿易企業の多様な形式による納税保証金

実施弁法（規則）」（国経貿貿易［1999］1271号）

を適用できるようになった。その結果，保証金

は現金で積み立てるほか，税関に対して中国銀

行が発行する税金納付保証状を提出することで

代替できることが明らかになった。また増値税

還付率の再調整も検討されていた。中国副総理

呉儀氏は台商代表と会談した際，引き下げた増

値税還付率を検討し，再び還付率を引き上げる

可能性があると明言した。

来料加工工場から三資企業への変更を促進す

る政策の緩和策も実施されるようになった。た

とえば，来料加工工場が集中する東莞市では，

2008年６月に来料加工企業から三資企業への変

更手続きに際し，生産停止を避けられるような

措置を打ち出した［香港特別行政区政府工業貿易

署 2008］。「東莞市来料加工企業現地生産停止

せず，三資企業へ円滑に転換することに関わる

行政事務の通知」（東外経貿［2008］40号）によ

れば，既存の来料加工企業と新設される三資企

業は同一所在地に一時的に２社が並存すること

ができるものとされた。三資企業の立ち上げを

容易にするため，企業新設の手続きについては，

制限類項目商品の管理等，一部の認可手続きを

除き，環境保護，消防等の認可手続きを「変

更」という形で扱い，実地再検査は不要とした。

なお，郷鎮や村政府がみずからの利権を守るこ

とを優先し，来料加工工場の組織変更に協力し

ないという問題を解決するため，東莞市政府は

変更についての全手続きを一括して引き受ける

サポート窓口を開設した。

上述のような外資系企業が2007年に行った大

規模なロビー活動の結果，実施されるように

なった委託加工貿易に関する緩和策の影響はど

のようなものであったのだろうか。委託加工貿

易における外資系企業の経営環境が大幅に改善

されたとは言い難い。来料加工工場から三資企

業への変更手続きが容易になったことによって，

多数の来料加工工場は壊滅的な損害から逃れる

ことができたが，委託加工貿易における外資系

企業全体，とくに労働集約型企業についてはま

だかなり厳しい状況に置かれていた。その原因

としては，委託加工貿易企業への影響がもっと

も大きい増値税還付率の引き上げが行われな

かったことと，積立金問題が依然として改善さ

れていなかったためである。まず，2007年９月

に中国副総理呉儀氏は引き下げた増値税還付率

を再び引き上げる可能性があると明言した。し

かし2008年の秋に世界的不況が起きるまで，こ

の点についての中国政府の大きな動きはみられ

なかった。

また，中国銀行が発行する保証状により保証

金の積み立てが免除されるという緩和策は，実

際には，中小企業の資金繰り難に対して，実効

性が低かった。その理由としては，中国銀行は

保証状を申請する企業に対して，抵当等の実質

的な担保を求めていたからである。しかし中小

企業の多数は中国銀行を納得させる抵当を提供

することができなかった。そのため現実的には，

中国銀行の保証状を取得できたのは，資本力の

ある大企業に限られていた［『経済日報（中国）』

2007］。このような中国銀行の保証状を簡単に
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取得できない状況に対して，2007年の後半から，

香港における商業銀行（たとえば DBS銀行香港

支店）は，中国銀行の保証状に対して信用状を

発行するという業務を開設した［『大公報』

2007］。この信用状は，中国銀行の保証状取得

の際に担保の代わりとして機能するものであっ

た［香港工業総会 2007］。中国銀行の保証状へ

の信用状という特殊な銀行業務の誕生は，中国

銀行の保証状という緩和策があるにもかかわら

ず，数多くの委託加工貿易企業は，依然として

保証金による資金繰りに圧迫され，金融市場か

ら打開策を求められていたことを意味している。

つまり，委託加工貿易の積立金問題に対する緩

和策の効果は限定的であったと考えられる。

委託加工貿易企業への影響がもっとも大きい

増値税還付率の引き上げが行われなかったこと

と積立金問題が改善されなかったこと，言い換

えれば，外資系企業が2007年に行った大規模な

ロビー活動の効果が限定的に終わったことは，

委託加工貿易における外資系企業の経営環境が

悪化していることを意味した。全委託加工貿易

企業を対象にした調査はなかったが，いくつか

の外資系企業に対する調査から，増値税還付率

の引き下げと積立金問題の影響が大きいという

ことがうかがえる。日本の中小企業金融公庫が，

2008年４月に365社取引先企業に対して，輸出

増値税の還付低減が，中国における日系企業に

与える影響についてアンケート調査を行った結

果，大規模な変更が行われた輸出増値税につい

ては，回答企業全体の52.9パーセントが「影響

が大きい」と回答した［中小企業金融公庫 2008］。

また，香港貿易発展局は2007年の春に，香港の

委託加工貿易企業に対する大規模なアンケート

調査を行った。回答した企業の55.3パーセント

は会社の資金繰りおよび経営に対して，委託加

工貿易の積立金が重い負担になっていると述べ

た［大珠三角商務委員会・香港貿易発展局研究部 

2007］。

増値税還付率の引き下げと積立金問題に加え

て，近年においては，人民元相場の上昇，原材

料・エネルギー価格の高騰，労動合同法（労働

契約法）の施行や最低賃金の上昇による労働コ

ストの上昇等も，委託加工貿易企業の経営を圧

迫した。経営環境悪化の影響で，中国での生産

から撤退した委託加工貿易企業も少なくない。

たとえば，広東省には約5000社の靴メーカーが

あり，80パーセント以上は委託加工貿易方式で

運営されていたが，2007年の第１四半期から第

３四半期にかけて約1000社が倒産・撤退した

［『経済日報（中国）』2007］。経営環境悪化は，

委託加工貿易工場が集中している地域の経済指

標に顕著に表れた。たとえば2008年７月までの

広東省の総輸出額は2249.3億ドルで，増加率は

13.6パーセントであった。これは全国平均増加

率の22.6パーセントと比べると，広東省の減速

を明らかに示していた［広東省対外貿易経済合

作庁 2008b］。とくに，労働集約型産業の輸出

減速は著しかった。2008年前半，アパレルとそ

の付属品の輸出は前年の37.4パーセント 増加か

ら31.3パーセントへと減少し，プラスチック製

品の輸出は前年の18パーセント増加から4.5

パーセントの増加に落ち込んだ。ほかに，靴，

家具，玩具等産業の輸出減速も見受けられた

［広東省対外貿易経済合作庁 2008a］。

一方，中国政府による貿易黒字を抑えるとい

う政策方針はある程度達成されてきた。2007年

の第４四半期から，中国の貿易黒字の増加の減

速傾向が出始め，2008年の前半は，132.1億ド
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ル減少して前年より11.8パーセントのマイナス

成長になった。中国の貿易黒字がマイナス成長

に転換した原因について，人民元相場の上昇，

輸入原材料・エネルギー価格の高騰，おもな貿

易相手国の経済不振等の外部要因だけでなく，

中国政府による輸出抑制および輸入奨励政

策（注23）という内部要因もあったことを税関総署

は指摘した［中国海関 2008a］。委託加工貿易の

抑制政策の効果で，中国の国際貿易における委

託加工貿易の割合は減少し続けてきた（注24）。

2007年には，国際貿易における委託加工貿易の

割合は1.8パーセント 減少して45.4パーセント

になった。2008年の前半には，その割合は前年

同期より3.6パーセント減少して41.3パーセント

になった。また，注目したいのは，2008年前半

には，中国の総輸出に占める委託加工貿易の割

合は，年間あるいは半年決算として1996年以来

初めて50パーセントを割り，前年同期よりも

3.1パーセント減少の48.3パーセントになった

［中国海関 2008c］。

４．世界同時不況による暫定的な緩和策

2008年９月の米国大手証券会社リーマン・ブ

ラザーズの経営破綻に始まり，世界経済は100

年に一度といわれる大不況に陥ってしまった。

これにともない，中国の輸出部門，とくに委託

加工貿易による輸出は急減した。2008年10月の

一般貿易と委託加工貿易の輸出増加率（前年比）

は，それぞれ27.2パーセント，8.6パーセントと

いう成長基調が維持されたが，11月の一般貿易

と委託加工貿易の輸出増加率は4.6パーセント，

－10.9パーセント，12月は6.0パーセント，

－15.8パーセントと急減した（注25）。こうした状

況に対し，中国政府は2008年８月以降数回の増

値税輸出還付率引き上げを行った。引き上げ対

象の大部分は，2006年から2007年にかけて還付

率が引き下げられたものであった［池上 2009］。

また，委託加工貿易に対して，暫定的な制限

類商品の削減と規制緩和という措置がとられた。

簡単に言えば，2008年12月１日から，2007年８

月23日より施行された44号公告の措置が暫定的

に停止された（商務部・税関総署公告［2008］第

97号）。44号公告が公表された際，全関税品目

の約15パーセントを占める1853品目が輸出制限

類に追加された。新緩和策では，この1853品目

を扱う東部地域における A類および B類企業

の保証金台帳が，暫定的に50パーセントの実転

から空転になった。

さらに，2008年12月31日に「商務部・税関総

署公告［2008］第120号」が公布され，2009年

２月１日から，44号公告によって，追加された

1853品目のうち，プラスチック，繊維，家具等

の労働集約型の製品を中心とする1747品目が制

限類商品のリストから削除された。一方，委託

加工貿易禁止類商品については，大きな緩和措

置が施行されていない［池上 2009］。一部の金

属，化学原料，皮革製品等，高エネルギー消

費・高汚染という「両高一資」商品に当たらな

いものだけが禁止類商品リストから削除された

（商務部・税関総署公告［2008］第121号）。

これら一連の緩和策によって，2006年から

2007年にかけて，中国政府が施行した委託加工

貿易の規制策は，ほぼ相殺された。しかし，こ

れらの緩和策は一時的なものである。近い将来，

世界経済の回復とともに，中国の輸出部門が再

び成長軌道に戻り，貿易摩擦と人民元の切り上

げがまた問題になるとするならば，委託加工貿

易に対する規制策がまた施行されることは容易
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に予測できるであろう。

Ⅳ　結　論

中国における過去30年間の著しい国際貿易の

発展は，委託加工貿易による貢献が大きかった。

これまで途上国の加工貿易に関する研究は，輸

出加工区を中心に展開してきた。ところが，中

国の委託加工貿易とこれまでの途上国における

輸出加工区の間には大きな相違が存在したので，

輸出加工区に関する既存の理論モデルを中国の

委託加工貿易に応用するのは難しいと考えられ

る。本稿では，中国における委託加工貿易の特

殊性を明らかにするために，制度が発足してか

ら30年間の歴史的変遷を考察し，以下のような

制度変革の観点を導いた。

1970年代末から90年代にかけて，委託加工貿

易において，制度変化を促したもっとも重要な

要因は何であったかいうと，中国政府に大きな

経済的損失をもたらした密輸問題であっただろ

う。試行錯誤的でありながら，1980年代には，

登記手帳による保税品の管理制度と保証金制度

が導入され，1990年代には，銀行保証金台帳制

度，密輸防止のための警察組織，密輸罪および

委託加工貿易密輸罪の厳罰化，委託加工貿易に

関する商品や企業の分類管理等の措置が実施さ

れた。これらの措置が有効に機能して，密輸に

よる関税の損失を抑えた。

一方，変革された委託加工貿易制度について，

外資系企業に不利な経営環境をもたらした場合，

外資系企業は中国政府に対してロビー活動を行

い，規制緩和を積極的に求めた。1980，90年代

にわたって，中国政府は，委託加工貿易が作り

出した外貨や雇用等の経済利益に対する需要が

高く，外資系企業のロビー活動にほとんど友好

的に反応した。その結果，1990年代の終わりに

は，密輸行為が抑えられながら，外資系企業の

優遇条件が維持されるという両主体にとって望

ましい委託加工貿易制度が形成された。

ところが，2000年以降，委託加工貿易制度の

変革は，貿易摩擦問題を解決しようとする中国

政府の一方的な意図により構築されたといえる

だろう。2000年以降，中国経済が力強く成長す

ると同時に，外貨準備高も急増した。中国政府

は貿易黒字を解消するため，委託加工貿易自体

に対する抑制政策を実施した。その結果，労働

集約型の企業の多数が倒産・撤退し，中国の国

際貿易における委託加工貿易の割合が減少した。

2008年秋以降，中国政府は世界同時不況による

輸出鈍化を打開するため，暫定的ながら大幅な

緩和策を実施した。しかしながら，これら緩和

策は一時的なものであり，将来的に貿易摩擦問

題が再び起こるならば，委託加工貿易企業に新

たな規制策が与えられるであろう。

本稿では，中国委託加工貿易の特殊性を理解

するために，その制度変革を分析してきた。今

後，本稿の研究をベースに，他の途上国の一般

的な輸出促進策からは発生しにくい，中国にお

ける委託加工貿易の特殊性が中国経済に与えた

影響についての研究を行いたい。これによって，

中国の経済発展における委託加工貿易制度の位

置づけを，より一層明確に捉えられると考えて

いる。たとえば，中国における委託加工貿易企

業の立地は輸出加工区のようにひとつの飛び地

に制限されず，各所で散在していることによっ

て，地元企業に対する技術スピルオーバーのよ

うな外部経済性をより発生させやすい環境をつ

くりだしてきたのかもしれない。このような特
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殊な制度によって，中国経済にもたらされてき

たさまざまな影響の解明は，今後の委託加工貿

易研究の重要な課題である。

（注１）中国における「加工貿易」は，一般的

に processing tradeを指している。この中国にお

ける「加工貿易」は，日本における「加工貿易」

（added-profit trade）とは一般的にその内容が異

なっている。added-profit tradeとは，原材料や半

製品を他国から輸入し，それを加工してできた

最終財や半製品を再輸出する貿易の形態を指し

ている。このように日本における一般的な「加

工貿易」とは，資源不足国が，輸入した原材料

や半製品を加工することによって，財に高付加

価値を加えて再輸出し，富をつくりだす貿易の

形態である。一方，processing trade が指すのは，

半製品を輸入し，最終財を組み立て，再輸出す

るという生産過程だけではなく実務的な貿易制

度も含むものである。本稿では，中国語と日本

語における「加工貿易」の用語の混乱を避ける

ため，中国における「加工貿易」を指す

processing tradeを委託加工貿易とよぶことにする。

（注２）たとえば，欧米の大学で中国経済の教

科書としてよく使われている Naughton（2007）

は，国際貿易，外国投資の2章にわたり，委託加

工貿易は中国の国際貿易の原動力であるとして，

大きく取り上げている。  

（注３）輸出用の中間財が保税で輸入できると

いう点から，中国の委託加工貿易は輸出加工区

の一種であるという考え方もある［Amirahmadi 

and Wu 1995］。

（注４）中国政府は管理の問題を意識し，2000

年に輸出加工区に関する法令を制定し，委託加

工貿易工場を輸出加工区に集中させる施策を打

ち出した。だが，2006年までには，輸出加工区

における企業の輸出入総額は依然，委託加工貿

易の輸出入総額の10パーセント以下にとどまっ

ている［大珠三角商務委員会・香港貿易発展局

研究部 2007］。

（注５）1980年代には，来料加工だけでなく，

来件加工と来様加工という形態の委託加工貿易

も形成された。来料加工は，外国企業が中国企

業に材料を提供する方式であった一方，来件加

工は部品を提供して，委託加工を行う方式であ

る。同様に来様加工はサンプルを提供して，委

託加工を行う方式である。中国側では，来料加

工，来件加工，来様加工と補償貿易を合わせて

「三来一補」とよばれる。

（注６）ここで説明しておきたいのは，中国中

央政府と地方政府は共に公的機関でありながら，

委託加工貿易制度においては，それぞれ異なる

態度を示している点である。たとえば，中国中

央政府は，委託加工貿易がもたらす密輸と貿易

摩擦の問題を抑えるために，これまでいくつか

の委託加工貿易の引き締め策を実施した。一方，

地方政府は委託加工貿易企業の地域経済に対す

る雇用や税収等の貢献に配慮し，中央政府の管

理策に非協力的であるということもしばしばみ

られる［大珠三角商務委員会・香港貿易発展局

研究部 2007］。したがって，本論稿では中国の

政府機関を中央政府と地方政府に区別して分析

する。なお，以下では中国中央政府を中国政府，

省級以下地方政府を地方政府とよぶ。また来料

加工と進料加工の相違は，第２項「委託加工貿

易における外資系企業」詳しく説明する。

（注７）国発［1979］220号第４条。

（注８）「以進養出試行弁法」の端書きと国発

［1979］220号第２条に委託加工貿易の目的は外

貨の獲得であると明記されている。

（注９）中国では，「草案」は暫定法規を意味

し，実効を伴うものである。

（注10）来料加工企業の収入は外国の依頼側か

ら振り込まれる加工費であるのに対し，進料加

工企業の収入は，外国の依頼側との輸出入取引

の差額である。

（注11）来料加工が盛んな広東省において，進

料加工の輸出入総額が来料加工を抜いたのは

1994年であった［山本 2003］。

（注12）当時，委託加工貿易企業に対して中国

政府が焦点を当てていたのは密輸問題ではなく，

生産企業の生産規模とその外貨獲得能力であっ
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た。国発［1979］220号第7条。

（注13）中国における密輸の実態に関する統計

は入手困難である。密輸に関わる政府機関が発

行する統計年鑑，たとえば『中国海関統計年鑑』

や『中国貿易外経統計年鑑』には，密輸に関す

る統計は掲載されていない。したがって，本論

文における密輸に関する統計は，特別な入手ルー

トをもつ研究者の研究成果を引用している。密

輸に関するより詳しい統計資料の収集・分析に

ついては，今後の研究課題としたい。

（注14）「税関総署，中国銀行の加工貿易銀行

保証金台帳の実転に関する問題の補充通告」（署

税［2000］188号）。

（注15）郭（2006）で言及したように，在中国

台湾人企業経営者・従業員が税関に逮捕・拘束

され，「所在不明」になるという問題に関する台

湾企業のロビー活動は，2008年になっても依然

行われている［『聯合報』2008］。

（注16）中国政府は駆け込み輸出を発生させな

いようにするため，９月14日に通知を突然発表

し，翌日の９月15日には，施行するという強行

策を取った［福井県香港事務所 2006］。

（注17）解決策として，来料加工工場は貿易専

門会社に依頼し，一般貿易の形で，必要な資材

を輸入することができるようになった。しかし，

貿易専門会社への手数料により，来料加工工場

の生産コストは，最終的に増加する結果となっ

た［両岸経貿編集部 2006b］。

（注18）この際，禁止品目リストの商品を取り

扱う日系の委託加工貿易企業は少なく［久保 

2006］，日系企業への影響は限定的なもので，日

系企業による大規模なロビー活動は見受けられ

なかった。

（注19）台帳保証金の計算方法については，輸

出制限と輸入制限では方法が異なる。その相違

の詳しい説明は，三井住友銀行中国業務推進部

（2007）参照。

（注20）三資企業とは以下の3つの企業形態を

指す。第１に，100パーセント外国資本が出資し

て経営している「独資企業」，第２に，中国と相

手国がそれぞれ資本を出し合い経営する「合弁

企業」，そして第３に「合作契約」により各出資

者の出資方式（金銭に限らない），経営管理方式

等を決める「合作企業」のことを指す。前述の

ように，来料加工を運営する外資企業は，実質

的な外国企業でありながら，中国企業に分類さ

れる。中国政府にとって，このような定義があ

いまいな企業は，管理上と税面上にさまざまな

問題があるため，三資企業への転換を促進した

いという意図をもっていた。また，来料加工企

業の大半は低付加価値の労働集約型企業であり，

中国政府は来料加工企業に厳しい規制を与えれ

ば，三資企業へ転換せず，そのまま廃業する企

業も少なくない。したがって，中国政府の来料

加工企業への厳しい規制も貿易摩擦の対策のひ

とつであると考えられる。

（注21）2008年の春に，筆者は在広州総領事館，

広州日本商工会およびジェトロ広州事務所に対

するヒアリング調査を行った。関係者の話によ

ると，これら３機関は合わせて「三位一体」と

よばれ，現地日系企業の利益を守るために協力

してロビー体制を形成していた。「三位一体」体

制形成の背景には，加工貿易制度の変化と在広

州総領事館のリーダーシップがあるということ

であった。

（注22）この報告書の実質的な著者が香港貿易

発展局研究部であるということは，2008年の春

に筆者が香港政府の駐広東省香港経済貿易弁事

処に対する聞き取り調査で確認した。

（注23）中国政府は，2007年11月に設備機器製

造，環境・エネルギー関連業種，生命科学など

の業種で「輸入奨励先進技術および製品目録」

を発表し，先進技術の導入および製品の輸入拡

大を支援した。

（注24）海関税則商品総数の37パーセントに当

たる増値税輸出還付率の調整対象商品（財税

［2007］90号）の輸出も明らかに減速している

［中国海関 2008b］。

（注25）2008年通年の一般貿易の輸出増加率

（前年比）は22.9パーセントであった。それに対

して，委託加工貿易の輸出増加率は－6.9パーセ

ントであった。委託加工貿易の著しい輸出鈍化
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には，引き締め策の大きな影響があると考えら

れる。
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